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者への移転の促進に関する法（TLO 法）｣による TLO 機関の認定，99 年の｢日本版バイドー

















                                               
1 第 2 期科学技術基本法で実施計画が盛り込まれた．事業開始は H14 年度． 



































                                               




































































































業省の産業クラスター政策の基本となったマイケル・ポーターThe Competitive Advantage 

































究所(Deutsches Forschungszentrum für Künstliche Intelligenz GmbH)とフラウンホーフ
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1. マイケル・ポーターの産業クラスター論 F4 
マイケル・ポーターは The Competitive Advantage of Nations, 1990（邦訳『国の競争
優位』1992）の中で，クラスター理論を発表した．その後，On Competition, 1998（邦訳















                                               































2. 石倉・藤田ほか『日本の産業クラスター戦略』の所説 F5 
経済産業省の産業クラスター計画6，文部科学省の知的クラスター創成事業7など，クラ
                                               


































































1. 8 0 B日本の産業振興政策の流れ 
 わが国では 1970 年から産業の地方分散，拠点開発が産業政策の重要課題となり，1972











の整備やベンチャーおよび第 2 創業支援などが実施されてきた． 









進されていた地域プラットフォーム活動支援関連事業が，2001 年 1 月に実施された省庁再 
 















   






































地域｣，平成 12 年度には千葉県の柏・埼玉県の川口｢東葛・川口地域｣，平成 13 年に｢三遠
南信地域｣，平成 14 年に｢首都圏北部地域｣と広げている． (経済産業省[2004],参考文献
10) 
経済産業省では，平成 13 年度に産業クラスター計画を推進しており，平成 16 年現在全
国 19 のプロジェクト（図表 2 を参照）を指定し，産業クラスターを核とした支援を実施し
ている．認定された 19 プロジェクトでは，地域の経済産業局の職員と民間機関が連携し，
参加企業約 3 千社（現在は 5800 社と公表）への支援を実施している． 
 文部科学省では第 2 期科学技術基本計画（平成 13 年 3 月 30 日閣議決定10）において，｢知
的クラスター｣への取り組みが位置付けられた．平成 14 年度より事業が開始，1 地域 5 億
円程度／年で 5 年間継続して実施されている．2 年後の平成 16 年度には 18 地域において
16 の知的クラスター創成事業が実施されている．(文部科学省[2004],参考文献 33) 
                                               
10 2006 年度には第 3 期科学技術基本計画が策定． 
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図表 2. 産業クラスター計画プロジェクト一覧 






分野特化を前提とする．③知的クラスターの形成には 10 年～30 年程度の期間が必要だと
考えられるため，本事業自体は｢育成段階｣としての 5 年間と定義している．(文部科学省



































九州経済産業局 九州地域環境・リサイクル産業交流プラザ（Ｋ－ＲＩＰ） 九州地域環境・リサイクル産業交流プラザ （Ｋ－ＲＩＰ）
九州シリコン・クラスター計画 九州半導体イノベーション協議会
沖縄総合事務局 　経済産業部 ＯＫＩＮＡＷＡ型産業振興プロジェクト ＯＫＩＮＡＷＡ型産業振興プロジェクト推進ネットワーク
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    図表 3. 知的クラスター創成事業・産業クラスター計画比較表(2004 年時点) 








省の歩み寄りも図られた． (経済産業省[2004]参考文献 28) 

































































































1. 8 3 B大学と産業界の関係に関する国際比較（英国 F12F・米国・日本） 
英国における大学の成立の歴史は，13 世紀に設立されたオックスフォード大学とケンブ











































第一期 Ancient University 
第二期 Scotland の Ancient University 
第三期 Civic University（１８世紀末，多くが地域新設） 
第四期 New Civic University（～第二次大戦，ロンドン大学分校の独立及び地域新設） 
第五期 New University（戦後，国の設立） 
第六期 旧 Polytechnique（工科専門学校，1960 年代設立，1992 年大学に｢昇格｣） 
図表 4. 英国大学の６分類 
出典：日本政策投資銀行ロンドン駐在員事務所 L-44 英国型産学連携活動の軌跡 
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図表 6 は，2002 年度の連邦政府による Science & Engineering 分野への支援金額高額ラ
















1985 9,687 6,064 752 560 1,617 694 
1986 10,928 6,712 915 700 1,869 732 
1987 12,153 7,343 1,023 790 2,168 828 
1988 13,463 8,193 1,106 872 2,356 935 
1989 14,977 8,991 1,224 994 2,698 1,071 
1990 16,286 9,638 1,324 1,127 3,006 1,191 
1991 17,585 10,234 1,474 1,204 3,367 1,307 
1992 18,818 11,092 1,491 1,279 3,547 1,409 
1993 19,951 11,956 1,559 1,360 3,589 1,486 
1994 20,966 12,618 1,544 1,415 3,818 1,571 
1995 22,098 13,297 1,676 1,481 4,035 1,609 
1996 22,962 13,802 1,795 1,596 4,155 1,614 
1997 24,188 14,420 1,883 1,700 4,495 1,690 
1998 25,735 15,077 1,928 1,870 4,999 1,861 
年平均伸び率 7.8% 7.3% 7.5% 9.7% 9.1% 7.9% 
構成比：1985 100% 63% 8% 6% 17% 7% 
1998 100% 59% 7% 7% 19% 7% 
出典：日本政策投資銀行 [2003]「英米のライセンス・起業活動と大学研究部門収支の分析」 
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図表 6.  2002 年度の連邦政府による Science & Engineering 分野への支援金額高額ランキング 
(百万ドル)
大学名 Total DoD DOE HHS NASA NSF USDA その他1
すべて大学の総計 24,394.0 2,316.8 736.8 14,492.9 1,244.4 3,582.1 1,085.5 935.5
Johns Hopkins Universiity.
2 1,136.5 386.2 2.3 523.8 167.2 33.0 1.0 22.9
Universiity of Washington 576.7 39.1 14.6 419.9 9.7 73.8 3.1 16.5
Universiity Pennsylvania 479.9 18.3 6.8 423.4 1.5 26.7 0.9 2.3
Universiity of Michigan 456.8 29.2 12.2 334.6 10.7 60.2 1.2 8.6
Universiity of California-Los Angeles 439.8 37.1 21.8 322.8 14.4 40.4 0.3 3.1
Stanford University 409.1 36.4 14.2 241.7 65.1 47.7 0.0 4.0
Universiity of California-San Diego 408.7 29.3 10.9 246.4 12.0 107.1 0.7 2.5
Universiity of Wisconsin-Madison 393.6 15.8 22.5 229.9 10.6 84.8 26.2 3.9
Universiity of California-San Francisco 386.9 5.2 0.7 376.2 0.6 4.3 0.0 0.0
Washington University 381.5 5.4 2.8 344.7 4.8 23.2 0.5 0.1
Columbia University 372.9 8.2 9.3 269.3 12.3 65.7 0.2 7.9
Universiity of Colorado 358.4 13.6 5.9 214.5 49.7 45.7 0.2 28.8
Harvard University 356.5 15.7 9.5 284.2 8.5 32.6 0.0 6.1
Duke University 355.3 27.5 8.2 283.8 2.2 31.7 0.2 1.7
Universiity of Pittsburgh 351.4 13.5 3.0 316.9 2.0 13.7 0.3 2.0
Yale University 334.4 9.2 10.1 289.6 2.5 21.6 1.1 0.3
Universiity of North Carolina-Chapel Hill 329.0 6.7 2.3 278.6 2.7 19.9 0.7 18.1
Cornell University 327.5 21.5 6.2 159.6 6.9 94.5 36.6 2.1
Universiity of Minnesota 326.5 12.3 9.8 222.4 5.0 43.2 25.7 8.1
Pennsylvania State University-UP 317.8 123.4 8.0 80.5 20.8 45.7 29.0 10.4
Top 20 大学 8,499.4 853.8 181.3 5,862.8 409.1 915.3 127.8 149.3
DoD = Department of Defense; DOE = Department of Energy; HHS = Department of Health and Human Services;  NASA = National Aeronautics and Space Administration; NSF =
National Science Foundation; USDA = Department of Agriculture.
1 Includes data for the Departments of Commerce, Education, Housing and Urban Development, the Interior, Labor, and Transportation; Agency for International Development;
Environmental Protection Agency; Appalachian Regional Commission; Nuclear Regulatory Commission; Office of Justice Programs (part of Department of Justice); and Social
Security Administration.
2 Includes funding for Applied Physics Laboratory.
出展  National Science Foundation/Division of Science Resources Statistics, Survey of Federal Science and Engineering Support to Universities, Colleges, and Nonprofit
Institutions: FY 2002.
 
次に，日本の大学の歴史を振り返る．図表 7 に見られるように，戦前から 1970 年代まで，
大学に期待される産業側のニーズは質の高い人材供給であった．その後 80 年代から 90 年
代にかけて，大学が次第に改革の道を歩みはじめ，90 年代半ば頃から一気に加速し始める．
それらのベースになったものが，科学技術基本法・科学技術基本計画である．(磯谷[2004]) 
科学技術基本法とは，1995 年 10 月に衆参両院で審議，可決され，11 月に施行された法
律である．それを受けて 1996 年 7 月に第１期科学技術基本計画が，1996 年度から 2000 年
度の５ヵ年計画として閣議決定された．その中で，日本の科学技術の現状はかつてない厳
しい状況にあることを踏まえ，自ら率先して未踏の科学技術分野に挑戦していくことが必
要であるとしている．そのため 1996 年から 10 年程度を見通した計画を策定，それを踏ま
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さらに 2001 年には，第 1 期の基本計画の成果と課題を見直し，日本の研究開発水準がよ
うやく改善しつつあるものの（対 GDP 比率の研究開発投資額は欧米なみの水準に達した），
いまだ産業競争力の回復は不充分であるとし，より具体的な目標設定を行った．これが第












































学部で構成されており，生徒数は学部生 6,654，大学院生 7,800，教師数は 1,749 である． 
スタンフォードの技術移転機関は，Organization of Technology Licensing(OTL)という
名称であり，そのミッションは大学の技術を社会に還元し，得られた収入を研究と教育に






OTLの歴史は 1970 年にスタートしたが，現在まで累積で 5200 を超える特許を開示してお
り，現在も 2100 がアクティブ14である．2400 超のライセンス契約を実施し，その内約 1350
のライセンスが使用中である．図表 8 に，OTLに巨額のライセンス収入を齎したものをまと
めた．OTLの技術移転のよるロイヤリティ収入は累積で 600 百万ドルにのぼり，内 255 百万
ドルがDNA関連の特許である．そして 460 百万ドル以上がスタンフォード大学や発明者に還
元されている．また，33 百万ドルがResearch Incentive Fund15へ寄付されている． 
OTL 設立時からのロイヤリティの変遷は， 
                                               
13 スタンフォード大学については，Catharine Ku, Director からのヒアリングを参考にまとめた． 
14 特許には有効期限があるが，有効期限中であるの意． 
15 Research Incentive Fund は，アーリーステージでイノベーティブな研究アイデアをサポートするための資
金で，Dean of Research が管理する． 
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 1970-50,000 ドル 
 1998-61.2 百万ドル(最高額) 
 2003-45.4 百万ドル 
 2003 年は 442 の発明が収入を計上．（44 件が 10 万ドル以上，７件が百万ドル以上） 
 
      図表 8. スタンフォード OTL によるロイヤリティ収入の主なもの 
1971 FM ｻｳﾝﾄﾞｼﾝｾｻｲｽﾞ 22.9 百万ドル 
1974 組み換え DNA 255.0 百万ドル 
1981 ﾌｨｺﾋﾞﾘﾌﾟﾛﾃｲﾝ 38.9 百万ドル 
1981 光ﾌｧｲﾊﾞｰ Amplifier 26.5 百万ドル 
1982 遺伝子増幅器 18.5 百万ドル 
1984 Functional Antibodies(特定機能抗体) 61.0 百万ドル 
1990‐92 Digital Subscriber Line 17.9 百万ドル 
出所：Stanford University Office of Technology Licensing(OTL)Catharine Ku, Director の資料を基に筆者が作成 
 
 ロイヤリティの分配は，グロスロイヤリティから 15%を OTL 管理費として差し引き，経
費を差し引く．ネットロイヤリティは 3 等分され，それぞれ発明者，所属機関，大学へ分
配される．2002-2003 実績ベースで発明者(8.9 億円)・所属機関(10 億円)・大学(9.7 億円) 
2.2 億円を Research Incentive Fund へ還元している． 
 









出所：Stanford University Office of Technology Licensing(OTL) 




                                               






1998 6  7,969 
1999 17 0 
2000 20 10,275 
2001 13  2,130 
2002 13    406 
2003 16or17     25 






























Uサンディエゴの背景 U F21 
サンディエゴのコミュニケーション，バイオ／医薬系のクラスターの形成は，1960 年に
設立したカリフォルニア大学サンディエゴ校と，1923 年に米国海軍が太平洋艦隊の基地と
                                               
18 証券取引所への新規株式公開の意，Initial public offering の略語． 
19 米国のベンチャーキャピタルが支援先のベンチャーに対し，経営内部に入り込んで実施に支援する様を表
現したもの． 










するため，米国連邦政府はNational Information Infrastructure, NII(国家情報基盤構
想)22やHuman Genome Project(ﾋｭｰﾏﾝｹﾞﾉﾑ計画)に代表される大きな政策を実施した． 
 サンディエゴは米国本土の軍事戦略上重要な位置を占めていたため，図表 10 にあるよう 
 
図表 10. サンディエゴを支えるハイテク研究機関 F23 
名称 設立 or 創業年 
研究者数 
概要 


































職員数 210 名 
 



















サンディエゴ校の技術移転機関は Technology Transfer & Intellectual Property 
Services (TechTips)であり，1994 年に設立した．TechTipsのミッションは次の３つであ
ると，この機関を代表するALAN S. PAAU, PhD (Assistant Vice Chancellor)は明言する．














ている．スタートアップ企業へのライセンスは 2002 年以降増える傾向にあり，2003 年実
績では，15～20%になっている．(ヒアリング,参考文献 49) 
バイオクラスターのベースとなる資産は 1960 年代にすでにサンディエゴに存在してい
た．しかしながら 1980 年代から 1990 年代までクラスターとして浮かび上がってこなかっ
たとしている．その遅延の理由の一つとして，都市圏におけるビジネス界の人材とベンチ
ャーキャピタルなどの不足を指摘している．その中で大きな役割を果たしたのは，サンデ
ィエゴ校のエクステンションカレッジから 1985 年に誕生した UCSD CONNECT である．
(Porter[2001]pp.95-96) 
 UCSD CONNECTは，独立採算で運営されている．CONNECTの実施している事業には，



















 既存企業 起業家 既存企業 起業家 
大学ベース 
例：UC CONNECT 58% 70% 42% 30% 
大学の技術 
移転機関 41% 46% 59% 54% 














ラスター形成の要因となった Hybritech という会社が存在する（図表 12）．Hybritech は大
手製薬会社に売却されたが，そこからスピンアウトした人材が売却益を活用し新たな 





出典：Council on Competitiveness, Cluster of Innovation Initiative: SAN DIEGO 




































出所: Cluster of Innovation Initiative, San Diego , Council on Competitiveness Report 
資料：CONNECT, University of California, San Diego 
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第１節  米国の科学技術政策と大学 
 近年の米国の研究大学について分析を行う前に，研究大学が米国の科学技術政策におい




1. 米国科学技術政策の流れ F31 
 戦後の米国の科学技術政策は，The Office of Scientific Research and Development
のディレクターであるヴィネバー・ブッシュが，1944 年 11 月にルーズベルト大統領の依
頼を受け，第 2 次世界大戦後の米国における科学政策のあり方について提言をまとめた
                                               
29 本章は，木村[2006]，「米国研究大学の競争力に関する一考察」からまとめた． 
30 NB online の「有力研究大学による資金を供給，文科省の新施策がスタート」（2006 年 11 月 30 日）という
記事の中で，「研究大学とは，行政府（各省庁）が提供する競争的研究資金を多く獲得し，優れた教育・研
究環境を整備し，教育と研究の両面で成果を上げている大学を意味する」とされている． 
31 本節は中山茂[2006]『科学技術の国際競争力』朝日新聞社，The National Science Foundation[2005]“The 
National Science Board, A History in Highlights 1950-2000”,Roger L. Geiger[1993]“Research & 
Relevant Knowledge”New York, Oxford University Press などを参考にしている． 
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1957 年 10 月 4 日のスプートニク 1 号の打ち上げ成功によって米国が科学技術政策の見直
















ロナルド・レーガンの大統領選出で始まる 1980 年代は，Rethinking と Rebuilding の期
間であったと全米科学財団（NSF）の 50 年史は分析している．そして，この時期の変化を
                                               
32 1945 年 7 月に完成し，時の米国大統領トルーマンに提出された． 
33 1960 年に President’s Science Advisory Committee(PSAC)の委員会でまとめられた報告書．アイゼンハ
ワー大統領に提出され，その後彼自身が変更や編集を行っている．委員会代表者 Glenn T. Seaborg の名前
を取って，通称｢シーボルグ・レポート｣といわれているが，正式な名前は，Scientific Progress, the 











功への布石となっている(The National Science Foundation“The National Science Board, 
A History in Highlights 1950-2000”,2005) ． 
 




後の米国経済の反映を象徴するものとなる．94 年 8 月に発表されたScience in the 
National Interest35Fのなかで，科学こそが米国の未来への投資に不可欠な要素であること







続くジョージ・Ｗ・ブッシュ共和党政権では，2006 年 1 月 31 日の大統領一般教書演説
に引き続き，2006 年 2 月に Domestic Policy Council Office of Science and Technology 





                                               




している．ブッシュ政権の 2007 年度予算では，研究開発予算は約 1370 億ドルを計上して
いるが，これは 2001 年度と比較すると 50%を超える増加となっており，2001 年度以前と比
べても格段に高い増加率を見せている．(Domestic Policy Council Office of Science and 












間事業者への移転の促進に関する法（TLO 法）｣による TLO 機関の認定，99 年に｢産業活力
再生特別措置法第 30 条｣の規定による｢日本版バイドール法｣の制定，2000 年の｢平沼プラ
ン｣による大学発ベンチャー1000 社構想，知財管理室の設置，05 年の国立大学の独立行政
法人化へと，大学を取り巻く政策が次々と実施されている．日本も，大学の先端技術に日


































Carnegie Foundation for the Advancement of Teaching）のものがあり，そこでは研究大
学をDoctoral/Research Universitiesという項目に分類している．この項目に分類される
ためには，博士号の授与数が条件として使われ，研究分野の数により二つの条件が用いら













37 カーネギー教育推進財団の Doctoral/Research Universities という分類では，全米研究大学の数は 261 校
となっている．The Washington Advisory Group LLC,“The Competitiveness of U.S. Research Universities ”，
2003 では，｢米国にはおよそ二〇〇の研究大学がある｣（p.3）と書かれており，研究大学の範囲はカーネギ














私立 Harvard University 9 0
私立 Massachusetts Institute of Technology 9 0
私立 Stanford University 9 0
私立 Columbia University 8 1
私立 Cornell University 8 1
私立 Johns Hopkins University 8 1
私立 University of Pennsylvania 8 1
私立 Duke University 8 0
公立 University of California - Berkeley 8 0
公立 University of Michigan - Ann Arbor 8 0
私立 Yale University 7 2
私立 University of Southern California 7 1
公立 University of Washington - Seattle 7 1
公立 University of Wisconsin - Madison 7 1
私立 Washington University in St. Louis 7 1
公立 University of California - Los Angeles 7 0
公立 University of Minnesota - Twin Cities 6 2
公立 University of Texas - Austin 6 1
私立 Princeton University 5 2
公立 University of California - San Diego 5 2
公立 University of California - San Francisco 5 1
私立 University of Chicago 4 5
公立 Pennsylvania State University - University Park 4 2
公立 University of Illinois - Urbana-Champaign 4 2
私立 Northwestern University 3 5
公立 Ohio State University - Columbus 3 5
公立 University of North Carolina - Chapel Hill 3 5
公立 University of Pittsburgh - Pittsburgh 3 5
私立 California Institute of Technology 3 4
私立 Emory University 3 4
公立 University of Florida 3 4
公立 Texas A&M University 3 3
私立 New York University 2 6
公立 University of Arizona 2 5
公立 University of Virginia 2 5
公立 University of California - Davis 2 4
私立 Baylor College of Medicine 2 3
私立 Brown University 2 2
私立 Dartmouth College 2 1
私立 Rice University 2 1
私立 Vanderbilt University 1 5
公立 Michigan State University 1 4
公立 Purdue University - West Lafayette 1 4
公立 University of Colorado - Boulder 1 4
公立 University of Maryland - College Park 1 4
私立 Boston University 1 3
私立 Rockefeller University 1 3
私立 University of Notre Dame 1 2
公立 University of Alabama - Birmingham 1 1
公立 University of Georgia 1 1
私立 Yeshiva University 1 1
公立 University of Arkansas - Fayetteville 1 0
公立 University of California - Santa Barbara 1 0
図表 13. 米国研究大学ランキング（1-25位に 1項目以上入った大学） 
 
出所: TheCenter,University of Florida,“The Top of American Universities”, An Annual 




































こうした研究大学を対象にその評価を実施しているのが TheCenter,University of 
Florida であり，その報告として公表されたのが“The Top of American Universities”
である38．同報告書によれば，研究大学の評価項目として，総研究費（Total Research）， 
連邦政府の研究費（Federal Research）， 基金財産（Endowment Assets）， 年間の寄付金
（Annual Giving）， 国立アカデミー会員数（National Academy Members）， 教員の受賞数
（Faculty Awards）， 博士号取得者数（Doctorates Granted）， 博士号取得後の研究員
（Postdoctoral Appointees），学力検査のスコア（Median SAT Scores）という９つの指標
を使用している．これらの指標のなかで，1 位から 25 位，及び 26 位から 50 位にランクさ
れた指標の数を上位からならべたのが図表 13 である．ここに示されているのが，米国にお
ける上位の研究大学になる．なお，これらにランクされるためには，連邦政府からの研究
費を 2000 万ドル以上獲得していることが前提条件となっている．(TheCenter,University 
of Florida,   “The Top of American Universities”, An Annual Report from The Lombardi 
Program on Measuring University Performance,2004) 
図表 13 にあるように，1 位から 25 位に 1 指標以上ランクされた大学は 53 校あり，私立







に The Washington Advisory Group LLC などが，研究大学についての調査，ランク付けを
行っている． 
 
2. 9 2 B研究大学の研究費 
次に，米国大学の R&D 支出額（研究費）の動向について最近のデータから，定量的に分
析する． 
大学の研究費は，図表 14 からわかるように， 2004 年度に 429 億ドルに達し， 1994 年
の 210 億ドルから比較すると倍増している．連邦政府が提供している資金は，2004 年度に
は総額の 64%を占めており，この比率は 99 年の 58％から微増している．なお，連邦政府か
ら大学研究費への支出は，連邦科学技術（Federal Science & Technology(FS&T)）予算 F39F
の約 45%を占めている．次に，図表 15 は，連邦政府によって提供された 274 億ドルの 2004
                                               
38 現在(2010 年 11 月)は，The Center for Measuring University Performance,Arizona State University
に代わっている． 




資金の出所と特徴 1999 2000 2001 2002 2003 2004
総額  27,531  30,069  32,794  36,367  40,057  42,945
資金の出所
連邦政府  16,102  17,536  19,222  21,863  24,744  27,379
州政府と地方自治体    2,021    2,200    2,320    2,505    2,650    2,847
企業    2,033    2,156    2,220    2,187    2,163    2,107
機関の資金    5,381    5,924    6,607    7,126    2,659    7,771
その他    1,994    2,254    2,425    2,687    2,842    2,841
(連邦政府負担率) 58% 58% 59% 60% 62% 64%
研究開発対象の特徴
基礎研究  20,365  22,453  24,372  27,276  29,961  32,308
応用研究開発    7,166    7,616    8,422    9,091  10,095  10,638
出所：NSF科学資金統計課,FY2004大学の研究開発費調査より筆者が作成
(単位：百万ドル)
USDA DoD DOE HHS NASA NSF その他(注1)
42,945 100%        27,379 64%          761       2,478          940     14,083       1,098       3,232       3,145
  1,405 3%          1,028 73%              2          303            32            27            39          411          119
  2,354 5%          1,596 68%            44          140            68            31          232          521          474
  25,650 60%        15,744 61%          618          390          129     12,062          105          484       1,261
農業科学   2,695 6%             868 32%          430            12            19            81            15            97          188
生物科学   7,840 18%          5,504 70%          161          121            66       4,247            45          347          308
医科学      14041 33%          9,372 67%            27          257            44       7,734            45            40          765
450 1%             319 71%              2            31              7            50              5          154            25
  3,545 8%          2,567 72%              7          307          365          431          337          720          208
     782 2%             587 75%               -            27               -          435            10            46            56
  1,670 4%             695 42%            35            24              5          249            15            97          233
  6,312 15%          3,902 62%            34       1,205          306          225          346          720          613
DoD(Department of Defense)国防省,DOE(Department of Enegy)エネルギー省,
HHS(Department of Health and Human Services)厚生省,NASA(National Aeronautics and Space Administration)航空宇宙局,
NSF(National Science of Foundation)国立科学財団,USDA(Department of Agriculture)農務省




































Department of Health and Human Services (HHS) (主にNational Institutes of Health 
(NIH))の 141 億ドルで，その資金の内，約 85%が医科学と生物科学に使われている40． 
また，図表 16 は，米国大学（科学・工学分野）の 2004 年度の総 R&D 支出総額トップ 20
大学およびそれに占める連邦政府 R&D 費の割合を示しているが，これらの大学で米国大学
                                               
40 NIH の予算は FY2003 の 109 億ドルから，3 割近い伸びを見せている． 
 42 
（科学・工学分野）R&D 支出全体の約 30％，連邦政府支出の約 35％を占めている．一方，











った．1920 年代は非営利財団，1960 年代は連邦政府，1980 年代以降は産業界である．ま
た，相対的に産学連携が後退した時期もあったが大学と産業界は伝統的につながっていた．
2003年度合 （単位：百万ドル）
2004(A) 2004(B) (A)/(B) 2003(B') (A')/(B')
42,945 40,057 順位 27,379 64% 24,744 62%
12,888 12,254   8,741 68%   7,902 64%
1 Johns Hopkins University   1,375   1,244   1   1,229 89%   1,107 89%
2 University of California, LA      773      849      2      461 60%      421 50%
3 University of Michigan      769       780      3      521 68%      517 66%
4 University of Wisconsin Madison      764       717      4      434 57%      396 55%
5 University of California, SF      728       671      6      419 58%      372 55%
6 University of Washington      714      685      5      625 88%      566 83%
7 University of California, SD      709      647      7      466 66%      400 62%
8 Stanford University      671      603      8      542 81%      484 80%
9 Pennsylvania State University      600      533      11      348 58%      301 56%
10 University of Pennsylvania      597      565      9      435 73%      416 74%
11 Cornell University      576      555      10      339 59%      321 58%
12 Massachusetts Institute of Technology      543      486      17      428 79%      356 73%
13 University of California, Berkeley      526      507      14      269 51%      238 47%
14 Duke University      521      520      12      348 67%      307 59%
15 Ohio State University      518      496      15      285 55%      198 40%
16 University of Minnesota      515      509      13      308 60%      293 58%
17 University of California, Davis      512      482      18      222 43%      208 43%
18 University of Illinois Urbana-Champaign      506      494      16      276 55%      266 54%
19 Washington University. St. Louis      490      474      19      371 76%      357 75%
20 University of Colorado      483      437 -      415 86%      378 87%
その他大学合計 30,057 27,802 18,638 62% 16,842 61%
（注１）図表4はFY2004を基準に順位付けしている。合計のFY2003の順位は、FY2003合計のランキングを表している。
（注2）連邦政府から支出されたR&D支出，合計はそれ以外も含む。
（注3）The Johns Hopkins University はThe applied Physics Laboratoryを含む。
出所：The National Science Foundation, Adademic Research and Development Expenditures: Fiscal Year 2003～2004より



















が示された． 本項では，そうした米国研究大学のシステムの強みについて，The Washington 





Washington Advisory Group LLC,“The Competitiveness of U.S. Research Universities ”，



































合格率は，50%から厳しいところでは 10%程度である (The Washington Advisory Group LLC 
[2003]“The Competitiveness of U.S. Research Universities ”pp.12～17) ． 








程度あるが，その中でも図表 16 に示したように，R&D 費用トップ 20 校で米国大学の総研
究費支出の 3 分の 1 を占めており，連邦政府からの研究費の占有率もほぼ同様である．一























































1. 9 5 Bスタンフォード大学 
ここではスタンフォード大学の財政状況を，2004[財政年度] F44FのStanford Financial 
Reviewから見てみる． 
(1) 収支状況 
2004[財政年度]の活動状況を見てみると，事業費としては収入が約 23 億 73 百万ドルと
支出が約 23 億 66 百万ドルであり，7 百万ドルの収益となっている．これは病院の収支は
含んでいない．2003[財政年度]の収益が 46 百万ドルであったのに比べ，数値が悪くなって
いるが，これは 2003 年 9 月に発表された｢Expendable Funds Investment and Payout｣45に
よるポリシーの変更により，投資収益から事業運営に回す資金に関するルールが改定され
たためである． 





委託研究が 7%増加し，金額として 9 億 2,4 百万ドルに増加している．これらには，Stanford 
Linear Accelerator Center(SLAC)および Gamma-Ray Large Area Space Telescope(GLAST)
が大きく貢献している．SLACとGLAST共同プロジェクトは医学部のハイレベルな研究活動に
よるものである．また米国の大学にとって大きな収入源である間接経費が 14%も回復して 
                                               
43 Stanford Management Company(SMC)は，スタンフォードの財産と不動産資産をマネージするために 1991 年
に設立された大学の一部局． 
44 2003 年 9 月 1 日から 2004 年 8 月 31 日までの期間を示す．本章での大学会計年度の表現は，以降[財政年度]
で記載し，各大学の会計年度はそれぞれ脚注に記載する． 
45 Stanford University's official manual for Administrative Organization and Policies の Accounting
に関する規制に 2003 年 9 月に新たに追加されたポリシー． 















リュームが増えたことが貢献している．ヘルスケアサービスは，9%増えて 2 億 39 百万ドル
に増加し，大学の収入の 10%になる．その他収入は，2003[財政年度]の 2 億 47 百万ドルか
ら 2004 年度には 2 億 59 百万ドルに増えた．これらの収入には，付属事業やサービスセン
ター，エグゼクティブ教育，コーポレートアフィリエイトプログラム，テクノロジーライ
センス，その他プログラム，また賄いつき寄宿やアスレティッククラブ等からの収入も含
む．テクノロジーライセンスを担う Office of  Technology Transfer(OTL)は，45 百万ド
ルの収入を上げており，その他収入の 17%を占める．しかしながら，全体収入に占める割
合は 1.88%に過ぎない48．一方，支出のほうは，全体の 60％が給与と福利厚生費となって





2004[財政年度]期末の純資産は，約 140 億ドルにおよぶ．総資産(約 180 億ドル)のうち投
資に回されている資金の時価総額は約 130 億ドルとなっており，図表 18 にあるように 
株式投資と投資ファンド，公社債と投資信託などに，Expendable Funds Pool や Merged 
Endowment Pool を通じて分散投資されている．その中でも，Merged Endowment Pool には
約 106 億ドルが投資されている．これらの資金の原資となっているのが，大学の基金 
 






























出所：Stanford University, 2004 Financial Review より筆者が作成 
図表 17. 2004[財政年度]スタンフォード大学事業収支内訳（病院の収入は含まず） 
23 億 73 百ド
ル 




























基金（Term endowment fund），準寄付基金(Quasi endowment fund)49などがあり，寄贈者
の意向によって，永久拘束，一時拘束，非拘束純資産の３つに分けられている．Pure 
endowment fund は，寄贈者との契約により，主に元金は永久に投資され，収集や収益の一
部が The California Uniform Management of Institutional Funds Act(CUMIFA)50のルー
ルに従って使用される．一時寄付基金は，純粋寄付基金に基本的に似ているが，一定の期
間や特別の出来事が発生した場合に，元金が使用されることもあるところが異なる．準寄
                                               
49 基金のように機能するファンド． 
50 The Uniform Management of Institute funds Act(UMIFA)は統一州法全国理事会 (National Conference of 
Commissioners on Uniform State Laws)によって 1972 年に発布されたもので，病院や大学のような機関が
行う投資に関する権利を明確にするものである．現在 46 の州で採用されており，CUMIFA はカリフォルニア
州における機関資金統一管理法のことである． 
出所：Stanford University, 2004 Financial Review より筆者が作成 
投資先別 ＦＹ2004 %
cash and short-term investments 1,301,483 10.1%
Bonds and mutual funds 1,245,719 9.6%
Public equities and investment funds 5,410,935 41.9%
Assets held by other trustees(net of income hereficiary
share of $70225 and $59357 at August 31,2004 and 2003,
respectively)
Real estate and improvement, including Stanford shopping
center partnership investments
Limited partnership inestments 3,627,450 28.1%
Others 45,488 0.4%




Expendable Funds Pool 1,147,139 8.9%
Merged Endowment Pool 10,615,767 82.1%
Living trusts 536,755 4.2%
Other investments 1,030,588 8.0%
Less funds cross-invested in endowment pools (including the -1,365,516 -10.6%
Hospitals' investment of $226,595 and 4130,212 in 2004 and
2003, respectively in the University's Merged Endowment
Pool)





図表 18.  2004[財政年度]投資資産内訳（時価総額） 
 49 
付基金は，非拘束の資金であるが，基金のように大学の裁量の下で，長期投資などに使わ
れている資金である．基金の総額は，2004[財政年度]期末に 15%増加して 99 億ドルになっ
た．2004[財政年度]に基金の運用益からペイアウトルールに基づき事業活動に配分された


















の事業収入の 2 割を占めている．以上を整理したものが図表 19 である．Endowment Funds51
は寄付基金のことであり，条件等によっていくつかの種類に分かれる．それ以外の約 3 万
1 千をExpendable Fundsと呼ぶ．Endowment Fundsは，また，Expendable Funds Poolから，
Merged Endowment Poolへクロス投資もされる． 
(3) Stanford Management Company の投資活動 
大学は 2 年連続で高い投資運用結果を上げており，2003[財政年度]は 13 億ドル，2004[財
政年度]には 17 億ドルとなっている．2004[財政年度]には，大学が保有していた Google
社の市場価格を見積もった 2 億 79 百万ドルの株式が含まれており，最終的にスタンフォー
ド大学が得た売却益は 3 億 36 百万ドルになった．この高額な売却益は，1974 年の組み替
え遺伝子の特許ライセンスによる 2 億 55 百万ドル52，1984 年の機能性抗体の特許ライセン
                                               
51 Expendable Funds には，Endowment Fund のうち Pure Endowment Funds と Quasi-endowment funds からペ
















Expendable Funds Pool (EFP)
Endowment Income Funds Pool (EIFP)
Money Market Instrument 及びＭＥＰへクロス投資
Money Market Instrument へ投資







Merged Endowment Pool (MEP)
Endowment Fundsの大部分はＭＥＰへ投資される
Pure Endowment FundsとQuasi-endowment Fundsからペイアウトされた金額の未使用分
出所：Stanford University, 2004 Financial Review および Stanford University's official 
manual for Administrative Organization and Policies を参考に筆者が作成 











カンパニー（Stanford Management Company(SMC)）である．SMC は，スタンフォード大学
の金融資産および不動産資産をマネジメントするために 1991 年に設立された大学の一部
局である．運営は，理事会から指名された投資の専門家，不動産の専門家，学長，財務部
長，理事長，学長による役員会による．SMC は，約 120 億ドルの投資（基金と信託財産，
および Expendable funds の一時投資，商用不動産投資）を運営している． 
 大学の基金の大部分が投資されている The Merged Endowment Pool(MEP)は，約 100 億ド
ル(2004年 6月 30日付け)の金融および不動産資産でポートフォリオによる運用している．
MEP は 2004 年 6 月 30 日から遡る 12 ヶ月で 18%のリターンを生み出し，過去 10 年間で，年















政策による投資対象分類は，公開株式 40％，不動産 16%，絶対利益(Absolute Return) F53F15%，
                                               
53 米国で開発された投資戦略の一つ．主にヘッジファンドなどで用いられる戦略． 





















公開株式 プライベートエクイティ 絶対収益 天然資源 不動産 国内確定利付債
MEPの年間利益率 ベンチマーク
図表 20. スタンフォード MEP10 年間の資産別平均投資収益率とベンチマーク比較 
(1995[財政年度]～2004[財政年度]) 
 51 









2. 9 6 Bその他の大学 




Financial Report 2003-2004 F55Fを見ていくと，2005[財政年度]の目標としては，収入合計
額を 20億ドルにするマイルストーンを設定している．2001[財政年度]から 2004[財政年度]
の間に 19％もフローの収入が増えている．2004[財政年度]だけを見ると，前年比 8%の増加
で 19 億ドルに上昇している．これは，州政府からの収入は 10%減ったものの，連邦政府か
らの収入が 15%増加して 5 億 26 百万ドルになったこと，また医療センターの収入が 9%増加













分の 3 を占めていることがわかる．研究助成金と委託研究費の内訳としては，医学部が 2
                                               
54 正式には，カリフォルニア大学の 1 つの分校である．カリフォルニア大学は 10 の分校をもつ． 
55 UCSD の会計年度 2003 年 7 月 1 日から 2004 年 6 月 30 日までを示す． 
出所：University of California San Diego ,Annual Financial Report 2003-2004 より筆者が作成 








































億 88 百万ドル，その他のキャンパスから 2 億 4260 万ドル，スクリプス海洋研究所に 1 億
890 万ドルである．個人的な寄付は 1 億 3190 万ドルを計上している．他の収入は医療セン
ターオペレーション，授業料，および学生住宅，フードサービス・オペレーションおよび
駐車場運営のような収入が上げられる．一方，支出の内訳は，諸手当を含む給与が 60%，
資材・消耗品が 15%，その他経費が 14%となっている．合計では，総収入が 19 億ドル，総




ている．UCSDが所有する基金は，2004 年 6 月 30 日現在で 5180 万ドル(市場価格は 1 億 1810
万ドル)である．2004[財政年度]に事業運営に回された投資収益は，1240 万ドルである． 
 UCSD が獲得した研究助成金と委託研究費は，1995[財政年度]の 3 億 25 百万ドルから 10
年後の 2004[財政年度]には 6 億 3950 万ドルと約倍になっている．スクリプス海洋研究所
の金額はほぼ横ばいである為，それらに貢献しているのは医学分野とその他の学部である． 
 (2) テキサス大学オースティン校 (UTAT) 
2004 年 8 月 31 日付けのFinancial Statementsによると，収入は 15 億ドルになり，内訳
は，連邦政府関連の収入が 19%，州政府の歳出予算が 19%，学費等の収入が 19%，投資利益













と経費の内訳をグラフ化している．経費は，教育費 30%，研究費 22%，付属事業 11%，続い
                                               
56 University of California Office of the President(UCOP)の The endowment and Investment Accounting 
unit. 
57 投資の公正価格評価の純増は 2 億 4,700 万ドルの内，1 億 4,654 万ドルである．UTAT では，投資公正価格
純増分が非営業収入に記載されているので，収入の項目に加えている． 
出所：University of Texas at Austin, Financial Statements 
 – Fiscal year ended August 31.2004 unaudited より筆者が作成 
図表 22. テキサス大学オースティン校収支内訳 




























































出所: Massachusetts Institute of Technology, MIT Facts 2006(MIT Financial Data)より筆者が作成 
(注)支出にある委託研究費は，委託研究のコストまたは再委託等の経費を計上していると考えられる． 






















て設備の運営やメンテナンスの 8%となっている．純資産は，2003[財政年度]58の 37 億ドル















MIT Facts 2006 によると MIT の純資産は，2004 F[財政年度]59Fから 8 億ドル増加して 77











第 1 に，州政府の歳出が 15～20%近くを占める州立大学と私立大学ではその資金源が異
なる．しかしながら，第 2 に，連邦政府や州政府の競争的研究開発資金が占める割合60は，
双方とも大きな位置を占める．研究大学については，「格付け61トップランクの研究大学に
                                               
58 2002 年 9 月 1 日から 2003 年 8 月 31 日までの期間を示す． 
59 2003 年 7 月 1 日から 2004 年 6 月 30 日までの期間を指す．以降，そのルールに従い記述する． 
60 大学により分析のベースが異なるため，実際には誤差がある． 
























入は，UTAT の約 25%から MIT の約 60%近い数値まで，収入の大きな部分を占めている．特
に，MIT については，医学部を有さないため，その依存度が高いと考えられる．一方，メ
ディカルセンターを有するスタンフォード大学では，メディカルセンターがその他の総事
業費の約 60％に匹敵する収入となっており，UCSD では，総収入の 26%を担っている． 
第 3 に，スタンフォード大学，UTAT，MIT では，投資による収益から事業運営に回され
る金額が総収入の 14%～20%になるなど，投資収益が財政に重要な意味を持っていることで
ある．UCSD では，総収入の 1％に過ぎないが，金額に換算すると 1200 万ドルと無視できな
い額となっている．大学が程度の差こそあれ，非拘束資金を使ってファンド運用を効率的
に実施し，日常的な大学の運営資金を安定的に確保しようとしていることが分析できる．
したがって，第 4 に，収益を得るために大学の持つ基金が重要な役割を果たしている． 
図表 24 は，基金資産上位 8 校62の 1995 年から 2004 年のデータである．1995 年から 2000
                                               
62 2004 年ランキングによる上位 20 校を選抜している．なお，カリフォルニア大学は，各校それぞれでランキ
ングされているため，トータルすると上位 20 校に入ると思われる．図表では，1996 年から 1999 年は略し
ている． 
図表 24. 米国大学基金資産上位 8 校（1995-2004）   単位：百万ドル 
出所: TheCenter,University of Florida,“The Top of American Universities”, An Annual 
Report from The Lombardi Program on Measuring University Performance,2004 を筆者が編集 





















年の間は，すべての大学において基金資産が 2 倍から 3 倍になっている．2001 年からは一
転して資産が減少方向に傾き，2002年にはイエール大学を除く 7校で資産を減らしている．





















































































































が，この 3 つのポイントを機能しやすい環境を生んだのである． 
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能研究所（Deutsches Forschungszentrum für Künstliche Intelligenz GmbH, 以下，DFKI
と略記」）と，全国規模のフラウンホーファー協会（Fraunhofer-Gesellschaft fur Bildung 
und Forschung der angewandten forschung e. V.）という全く異なる産学連携組織を調査
比較し，それらの共通項を導き出すことを試みる．なお，本研究では，先行研究調査，ド
イツ人工知能研究所およびフラウンホーファー協会ミュンヘン本部へのインタビューを実





                                               
63 本章は，木村[2010]「ドイツスタイルの産学連携に関する考察」からまとめた. 
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年の 1.9％から 87 年には 6.7％にまで上昇し，90 年代後半には約 8％に達している」「AN
インスティテュートは全国で 200 を超え，研究費支出は 8 億 9200 万マルクと大学の研究費

































第２節    4 6 Bドイツの産学連携の概況 
 最初に最近のドイツの産学連携の状況を整理しておく．まず，1995 年から 2006 年まで
のドイツと日本を含む OECD 加盟国の基礎データを以下に示す． 












ている．OECD 加盟国がほぼ横ばいなのに対して，ドイツは 2003 年に減少傾向にあったも
のの，2006 年には 1995 年比で約 3 倍の数値になっている．以上のデータから，先行研究
                                               
66 Organization for Economic Co-operation and Development(OECD)[2009],‘Main Science and Technology Indicators 
Volume 2009/1’のデータから抽出している． 
　　　　　　図表28.　GDPに占める総研究費比率 単位：％
1995 2003 2004 2005 2006
日本 2.919 3.199 3.167 3.323 3.405
アメリカ 2.507 2.656 2.587 2.619 2.658
ドイツ 2.189 2.52 2.486 2.485 2.536
フランス 2.285 2.168 2.15 2.099 2.097
カナダ 1.697 2.038 2.079 2.05 1.98
イギリス 1.914 1.746 1.687 1.731 1.755
イタリー 0.974 1.106 1.096 1.091 1.133
OECD平均 2.056 2.221 2.192 2.227 2.265






































1995 2003 2004 2005 2006
ドイツ 8.202 12.595 13.178 14.145 14.196
カナダ 8.047 8.338 8.335 8.437 8.396
アメリカ 6.843 5.261 5.082 5.174 5.397
イギリス 6.297 5.169 4.864 4.595 4.781
日本 2.356 2.877 2.767 2.818 2.937
フランス 3.337 2.657 1.757 1.643 1.744
イタリー 4.68 .. .. 1.418 1.227
OECD平均 6.179 6.024 6.108 6.182 6.342
Source: Main Science and Technology Indicators 2009/1, OECD  から筆者が作成
単位：％
1995 2003 2004 2005 2006
ドイツ 3.41 2.392 2.493 9.873 10.451
イギリス 6.889 8.686 8.979 9.882 8.95
フランス 5.38 5.681 6.407 7.353 8.081
イタリー 1.818 1.162 2.866 2.417 4.073
カナダ 1.817 3.473 3.582 3.828 3.464
日本 0.736 1.844 0.858 0.738 0.669
OECD平均 3.188 2.684 2.79 3.662 3.769
Source: Main Science and Technology Indicators 2009/1, OECD から筆者が作成
図表30　政府系研究機関の総研究費のうち、産業界から提供された研究費が占める割合
1998 2000 2002 2004 2006 2008
209 257 276 317 399 452



































                                               
67 一般的なアン・インスティテュートと異なり，民間と大学と含む公的機関と政府がパートナーシップを持って運営して
いる． 
1988 2003 2004 2005 2006 2007
管理職 3.50 4.00 4.50 5.50 5.38
事務系スタッフ 29.27 31.56 32.68 36.00 39.79
小計 32.77 35.56 37.18 41.50 45.17
研究者 89.62 123.32 125.92 145.03 148.00
ソフトウェアエンジニア 26.23 30.59 35.57 40.81 44.29
小計 115.85 153.91 161.49 185.84 192.29
合計（フルタイム雇用） 10.00 148.62 189.47 198.67 227.34 237.46
研究アシスタント 69.24 101.00 118.11 141.97 138.31

































判断を下す．DFKI は，CEO および CFO のもとで 10 の分野別ラボが運営されており，それぞ
れのラボの代表は大学教授が兼業している．CEO である Wolfgang Wahlster 教授も同様で
ある． 
ラボの責任者である大学教授は 100％大学から給与を得るが，仕事の振り分けとしては，
25％を大学，残る 75％の時間を DFKI で使用することが契約で定められている．また，DFKI
からも給与を得るため，教授は 2 つの収入を得ることになり，高額の場合で大学からの給
                                               








DFKI の約 237 名のフルタイム雇用の内訳は，図表 32 で示したとおり，マネジメントが




























                                               


















ある．DFKI にはそうした若手人材の 8 割がステップアップしてゆくシステムが出来上がっ
ており，これまでに 49 名が大学教員に，51 名が創業者に，50 名が産業界のマネジメント
のポストについている．残りの 2 割は長期に亘って DFKI に残る． 
DFKI の中心拠点であるザーランド大学の敷地内には，大学の情報系学科と DFKI 及びマ
ックス・ブランク協会（Max-Planck-Gesellschaft zur Forderung der Wissenschaften e.V.）




6. 1 0 2 B海外活動 
DFKI は顕著に国際的研究機関を目指している． Wolfgang Wahlster 教授は，ヨーロッパ
各国を始めとして，米国，カナダ，イスラエル，日本等 12 ヶ所の IT アドバイザリーボー
ドを務めており，世界各国にネットワークを広げている．こうした努力の結果，DFKI 研究




                                               
71 ヒアリング時には，ザーランド大学の情報系学科の修士論文の半分以上が DFKI での研究に基づいて書かれている． 
 69 
第４節 4 8 Bドイツの産学連携事例：フラウンホーファー協会 
1. 1 0 3 B概要 
フラウンホーファー協会は，マックス・ブランク協会と双璧をなすドイツを代表する研





である．その中でも特にフラウンホーファー協会は Information and Communication 






















2. 1 0 4 B組織構造 
7 つのグループに分かれており，全体としては 56 の研究所がある72．その中でも，
                                               
72 それぞれの研究所は，どこかのグループに属しているという考え方ではないが，どれかに分類されている． 
FhG  フラウンホーファー協会 
「Fraunhofer-Gesellschaft fur Bildung und Forschung der angewandten forschung e. V.」 
HGF  ヘルムホルツドイツ研究センター 
「Helmholtz-gemeinschaft Deutscher Forschungszentren」 
MPG  マックス・ブランク協会 
「Max-Planck-Gesellschaft zur Forderung der Wissenschaften e.V.」 
Sonstige その他，外部研究機関，産業研究協会連合会，大学病院中央研究所 
WGL   ゴットフリード・ウィルヘルム・ライプニッツ学術連合 
「Wissenschaftsgemeinschaft Gottfried Wilhelm Leibniz」 































図表 33. ドイツ研究開発費支出分布図 
 70 
Information and Communication Technology グループに分類される研究所は，15 から 20
程度であり，最もボリュームのある，フラウンホーファー協会にとって強みのある研究分
野となっている．ライフサイエンスに分類分けされる研究所数は逆に少ない．研究所の数
は，1976 年の 30 弱から，2008 年には 57 と倍増している．またそれに伴う予算は，1 億ユ


























































図表 34. フラウンホーファー協会のInstitute数と予算の推移 
 71 
府と教育を管轄し地方を代表する州政府．それぞれが同等の立場で議論できる場になって








2 つの組織間のコンフリクトから開放されている．  
 
3. 1 0 5 B財務状況 










4. 1 0 6 B事業戦略 
フラウンホーファー協会は企業に対して，企業の開発プロセスの最適化・プロトタイプ
の開発・新規技術の導入テスト・新製品のマーケティング・フィージビリティテスト・収
益性の検討等のサービスポートフォリオを提供している．そのサービスは，3 分の 2 を中





                                               
73 研究所のトップの成り手は，その多忙さゆえ少なく，またこの職位に適した，所謂ビジネスマインドを持ったマネジメ
ントができる教授は少ない． 

















5. 1 0 7 B人材 
フラウンホーファー協会はドイツにおける理系学生の就職先トップ 10 に入っており，並




研究者は通常マネジメント層にならない限り，2 年から 3 年の契約雇用で，最長でも 7
年である．フラウンホーファー協会との契約が終了した後は，企業に職を得ることが多い．
フラウンホーファー協会の研究者は，その間フラウンホーファー協会の構成員として図表



















プレゼンテーション, コンファレンス, PhD プログラム, 講義など
女性科学者向け支援）キャリアプランニングセミナー、
モニタリング、コーチング
図表 35. フラウンホーファー協会の教育プログラム 








年から 2005 年の実績として，スピンオフプロジェクトは約 30～45，スピンオフ企業は約 5












第５節 4 9 B比較分析 
ドイツのモデルは，大学と企業が研究所を使ってコラボレーションするシステムが機能
している．また，そこに政府の施策や支援がうまく絡み合っている．たとえば DFKI の事例




















が整備されていること．2）財政面では，3 分の 1 程度の安定した収入あるいは類する支援
があり，残りを競争的資金で調達していること． 3）人材面では，研究機関における勤務
















違が上げられる．図表 32 で示したとおり，DFKI のスタッフ数にマネジメント層が占める
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第 3 章において，ドイツ人工知能研究所(Deutsches Forschungszentrum für Künstliche 








は，DFKI の CEO である Wahlster 教授より提供を受けたものである． 
 
第１節  契約書の構成 
基本契約書は，ドイツ連邦政府(the Federal Republic of Germany(Bund）)，州政府













                                               




80 ここで言う当事者とは，ドイツ連邦政府(the Federal Republic of Germany(Bund))，州政府












第2条 DFKI の設置場所（Location of DFKI） 
第3条 経営委員会（Management Committees） 
第4条 科学技術諮問委員会（Scientific Advisory Panel） 
第5条 スタッフと施設・設備（Staff and physical facilities） 
第6条 DFKI の財務（Financing DFKI） 
第7条 研究開発成果の権利（Rights to the research and development results） 
第8条 契約の有効性，期間，変更及び終了(Effectiveness， Term， Changes and 
Termination） 
 基本契約書の付属書の構成は，以下のとおりである． 
第1条 連携協定の内容（Subject-Matter of the Cooperation） 
第2条 科学技術連携（Scientific collaboration） 
第3条 マトリクス型スタッフ派遣（Matrix Staffing） 
第4条 合同選任手続，研究所長の提案，任命(Joint Selection procedure， Offer of 
a Chair， Appointments） 
第5条 部門責任者とマネジング・ディレクターの法的地位（Legal status of the 
Managing Director and of the department Heads） 
第6条 諸経費の返済（Refunding of Expenses） 
第7条 インフラストラクチャの共同使用（Joint Use of the Infrastructure） 
第8条 職務発明，著作権(Employee inventions， Copyrights） 
第9条 機密情報と情報公開（Confidentiality/Publications） 
第10条 賠償責任（Liability） 
第11条 有効性，期間，終了(Effectiveness， Term， Termination） 
第12条 一般規定（General Provisions） 
                                               
81 株主間契約書における株主とは，基本契約書が定義する株主とは異なっており，フラウンホーファー




第1部 総則（Part One: General Provisions） 
第1条 研究所名（Company Name, Registered Office,Duration） 
第2条 研究所の目的（Purpose of the Company） 
第3条 非営利の特性（Non-Profit-Making Character） 
第4条 公告（Notifications） 
第2部 株式資本，株式（Share Capital, Shares） 
第5条 株式資本と株式（Share Capital and Shares） 
第6条 株式の譲渡（Transfer of Shares） 
第7条 新たな株主の受け入れ（Acceptance of New Shareholders） 
第8条 株式の償還（Redemption of Shares） 
第3部 研究所のマネジメントと規約（Part Three: Constitution and Management of 
the Company） 
第9条 研究所の構成（Bodies of the Company） 
第10条 株主総会（Shareholders Meeting） 
第11条 スーパーバイザリーボード（Supervisory Board） 
第12条 経営幹部（Management） 
第13条 科学技術諮問委員会（Scientific Advisory Council） 
第14条 スタッフ（Staff） 
第15条 研究開発（Research and Development Activity of the Company） 
第16条 研究開発成果に関する権利（Rights to the Company’s Research and 
Development Results） 
第4部 年次財務諸表，収益の利用（Part Four: Annual Financial Statements, Use 
of Earnings） 
第17条 年次財務諸表（Annual financial statements） 
第18条 収益の利用（Use of Earnings） 
第19条 契約の解約（Termination） 
第20条 契約の分離，変更（Severability, Changes） 
 
第２節 1   1 0 B中間組織体の機能 







る．よって，研究所は，Bund（the Federal Republic of Germany），ラインラン
ドファルツ州（the State of Rhineland-Palatinate），及びザールラント州（the 
State of Saarland）による包括的且つ持続的な支援を必要とする．更に，目的達
成のため，研究所，ザールラント大（the Saarland University），カイザースラ



























                                               
82 【1-1】は，第１条第 1 項を示す，以降同様に記載． 
 81 
DFKI の研究所長も，大学と DFKI による協議により選任される．選任された研究所長は，
































                                               
83 【付：4-1】は，付属書：第 4 条第 1 項の意味，以降同様に記載． 


































【6-9】 株主は，研究所設立時と同数の株式資本，資本金 110 万 DM を現金で出資
                                               













は DFKI の設立（1988 年）から段階的に 10 年間の資金的な援助を行っている．設立時から
４年間は研究活動に掛かる経費の大部分，平均 4 分の 3 は連邦政府の助成金によって調達
する．この助成金は，5 年後には減少し始め，7 年後には 3 分の 2 まで減少する．この間，
1988 年から毎年 500 万 DM～1000 万 DM(約 3.5 億円～7 億円），1992 年より年度毎に約 1000
万 DM から 1500 万 DM 程度（約 7 億円～10.6 億円）86のプロジェクト資金を提供することに
同意している．この補助金は，1997 年度末で終了する．一方，資金を提供する連邦政府は，
専門家による監査を実施して，DFKI のプロジェクトに十分な成果が出ているか常に精査を
している．また，連邦政府は，DFKI が EU の実施する ESPRIT プログラムのような事業に積
極的に関与することを期待している． 





保証，または自己資本）と有価証券の両方，またはいずれか一方を金額にして 110 万 DM
まで提供する義務がある．株主は，資本金 110 万 DM を現金で出資しているが，DFKI が追
加資金を必要とした場合，追加資金と同等の株式（株主の融資，保証，または自己資本）






                                               




































































【付：9-2】大学関係者が DFKI で研究活動に連携する限りにおいて，DFKI は，連
携の範囲内でこれらの職員の知るところとなった内部情報のうち，明らかに機密































第３節  中間組織体の運営 
 次に DFKI の株主間契約の中で，その組織体制を支える運営組織について分析する．DFKI
は，株主総会（the shareholders meeting），スーパーバイザリーボード（the supervisory 
board），経営幹部（the management），科学諮問委員会（the scientific advisory committee）
の 4 つの組織により構成されている． 
スーパーバイザリーボードは各株式の額面€52,000 単位により任命権が確保されており，
                                               
89 【付：9-2】を指す． 
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1. Framework Agreement for the establishment and operation of a Research Institute for Artificial 
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2. Appendix to the Master Agreement dated July 4, 1988 Cooperation Agreement, German Research Center 
for Artificial Intelligence(DFKI) 
3. SHAREHOLDERS’AGREEMENT of German Research Institute for Artificial Intelligence, German Research 
















































































知能研究所(Deutsches Forschungszentrum für Künstliche Intelligenz GmbH)とフラウン
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